（連合）政策ニュースレター第444号

連合委員、放課後児童クラブ等に関して「意見書」提出

子ども・子育て会議基準検討部会（第８回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

子ども・子育て会議基準検討部会の第８回会合が2013年11月25日、中央合同庁舎第４号館内会議室で開催され、引き続き地域子ども・子育て支援事業等について議論が行われた。連合から高橋・副事務局長が出席した。

１．地域型保育について

　事務局より小規模保育事業以外の家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業の認可基準に関する個別論点ごとに、第６回会合までの議論を踏まえた対応方針案が再度示され、年末までのとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　高橋委員は別紙「意見書」にもとづいて意見を述べた。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•家庭的保育者の研修を充実させることが重要。受講者が参加しやすくするための仕組みは自治体の裁量に任せるべき。

•家庭的保育事業の共同実施については、主体は個人事業主であっても小規模保育事業と共通する部分があるため、関連づけて検討すべき。

•居宅訪問型事業について、「居宅」と厳密にしないでほしい。厳密にしてしまうと、医療ケアのために移動が必要な場合、バス等は居宅でないため看護師が一緒に乗れなくなってしまう。

•居宅訪問型保育者に対する労働基準法の休憩時間の適用について、対応を整理すべき。

•事業所内保育事業の地域枠について、ニーズは地域によって異なり、施設の運営状況もそれぞれ違うので、即した基準とすべき。枠を１名以上としておけば柔軟な設定が可能となる。

•地域枠は弾力的に考えるべきだが、定員を超えての受け入れは難しい。事業所内保育事業の場合、小規模で、事業所の施設を有効活用しているケースが多いため、面積基準をクリアするのは困難である。

•地域枠については、小規模施設への配慮や経過措置が必要。

•地域枠の最低ラインを高くして、事業所が福利厚生施設のままでとどめてしまうとすれば残念である。

•地域枠について、本来は地域に開かれた施設であるべきなので、可能であれば１／２という設定が望ましいが、事業所側の事情も当然ある。経過措置をつくって引き上げていけばよい。

２．地域子ども・子育て支援事業について（一時預かり事業等）

　事務局より新たに「一時預かり事業」、「病児保育事業」、「延長保育事業」に関する論点等が提案された。また、第６回放課後児童クラブの基準に関する専門委員会の資料が再度示され、年末までのとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　高橋委員は別紙「意見書」にもとづいて意見を述べた。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•放課後児童クラブの職員の員数については、１クラス２名以上が望ましいものの、実態を踏まえて柔軟な運営基準とすべき。また、職員を配置するための財源を確保すべき。

•放課後児童クラブについて、夏休みの朝は開所待ちで子どもが入口であふれており、一時的でも入れるようにすべき。

•放課後児童クラブの職員の員数について、児童の集団の規模が40人程度と想定されているが、そうであるならば、「１クラス２名以上」、「うち１名は有資格者」とした方がより安全性を確保できる。

•放課後児童クラブの職員の資格を考えるにあたっては、児童の遊びの指導だけでなく、児童の生活の指導・支援という現実の役割にも留意すべき。その上で、研修の充実・制度化を検討すべき。

•放課後児童クラブについて、質の改善は公費がともなわないとできないため、財源を確保すべき。

•一時預かり事業を小学校３年生まで利用できるようにすべき。

•一時預かり事業については、３歳未満の子どもが利用できる数少ない支援サービスである。ただ、数多く整備されているわけでなく、市町村間の格差も大きい。十分な質の確保と確実な利用を担保すべき。また、研修を受けさせることで子育て経験が豊かな人たちにも門戸を開くべき。

•一時預かり事業は乳幼児に対する保育であるため、一時保育と位置づけるべき。したがって、併設型で施設職員から支援が受けられる場合に保育従事者１人でよいという対応は当面の経過措置とすべき。

•一時預かり事業と延長保育事業の補助金について、エンゼルプランの特別保育促進策は実費補償で、事業者が努力しても余ったら返却しなければならない。それでは事業者にとってのインセンティブは生まれない。

•病児・病後児保育事業の不採算性を解消するため、補助の仕組みを変えるべき。また、配置基準について、３:１では子どもの容体の急変、重度化に十分に対応できないため、２:１とすべき。

•子どもが６人いる場合、２人の保育士のうち１人が隔離室に入るともう１人で５人を診ることになるので、追加補助ができるようにすべき。

•病児・病後児保育事業について、現状、施設の立ち上げ費用は全く公費が出ず、完全に施設の持ち出しなので考えてほしい。

•病児と病後児の境目はない。ただ、熱が38度以上ある場合は病後児保育事業では預からないため、利用実績が少なく効率も悪い。そこで、保育所型の病後児保育事業の場合に医師が回診できるようにするための補助制度を検討すべき。また、自治体がそのための調整機能を果たすべき。

•病児・病後児保育事業は専門性が高く、職員の研修費用を確保すべき。

•病児保育事業について、健康な子どもを預かるだけが保育ではない。免疫をつくることは成長そのものであり、そのような観点で捉えるべき。

•病児保育事業の施設数が足りない理由は小児科医だけだからである。また、施設型・訪問型ともに補助基準が低い。さらに、病児と病後児とで無理やり区分しているため、病後児保育事業単独の場合は稼働率が低い。病後児保育事業でも病児保育事業ができるよう、回診やインターネットを通じたアドバイスができるようにすべき。

•病児保育事業の１日2,000円の利用料について、低所得者への配慮は必要だが、応能負担を検討すべき。

•病児保育事業については、施設型・訪問型ともに整備し、病気の程度に応じて対応できる体制を構築すべき。

•延長保育事業について、居宅訪問型保育事業に準じて自宅への訪問事業を創設することは望ましい。ファミリー・サポート・センター事業とで利用者が選択できるようにすべき。

•居宅訪問型保育者が近隣の市町村と連携関係を持てるようにすべき。

•多様な主体の参入促進事業について、新規参入の場合は第三者等によるコンサルティングが必要。

３．公定価格について

　事務局より公定価格について、第６～７回会合における議論を踏まえ、職員配置・人件費等に関する個別論点が示された。あわせて、利用者負担について、利用者負担の変更のイメージや所得階層の区分等に関する個別論点が示された（議論は次回以降）。

　次回会議は、第９回子ども・子育て会議基準検討部会が2013年12月11日に開催される。

